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第４章 地域福祉の推進に向けた取り組み 

那珂市地域福祉計画では、基本理念をふまえ、次の４つの柱に従って、それぞれに

目標を掲げ、市民や社会福祉協議会、その他関係機関と協力して事業を行います。 

（１）人づくり          （２）心をつなぐ地域づくり 

（３）安心の暮らしづくり     （４）支え愛の仕組み(体制)づくり 

 

第 1節 人づくり 

① 地域福祉の課題                             

○地域福祉は市民が主役であるという福祉や人権に関する意識の高揚 

○地域の生活課題に対し、市民一人ひとりが課題の解決に向け、主体的に活動

する意識の高揚 

② 目標                                  

○自ら地域に関心を持ち、意識を持てるような機会をつくります。 

○同じ地域に住む人どうしが、お互いを認めあい支えあう思いやりのある地域

づくりを進めます。 

③ 行政の取り組み                                

１．取り組みの方針 

誰もが暮らしやすい地域づくりのために、自分の暮らす地域に関心を持ち、地

域の活動に参加できるよう意識啓発を進めます。 

２．取り組みの内容 

施策１．地域住民の交流のきっかけづくり 

地域住民 ・地域住民がお互いに顔見知りになるよう、新しい市民や若者に対してもあいさ

つや声かけの運動を続けます。 

行政 ・地域で生活するより多くの方々の要望や意見が、市や地域に届けられる機会を

増やします。 

・これまで地域の活動に参加できなかった人に対して、これから何か始めてみよ

うと思えるような地域活動参加のきっかけづくりを進めます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・ 市民意識調査の実施 

・ 広報誌やホームページを通じた地域住民

交流のきっかけとなる情報の提供 

・ 地域住民の地域活動参加の促進 

全期間 

 

 

 

企画課 

市民協働課 

行財政改革推進室 

社会福祉課 

社会福祉

協議会 

・あん・しん・ねっと事業や三世代交流支援事業、物品の貸出事業、地域座談会

等を通じて、市民の地域活動に対する意識啓発を地域単位で進めます。 

・地域福祉推進研修会を通じて、広く活動の啓発を行います。 

実施時期 前期：３か年目を目途に事業を実施するもの 

     後期：事業期間内（５か年）の４～５年目を目途に事業を実施するもの 
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施策２．心のバリアフリー教育の推進 

地域住民 ・勤労者層や若者層等、地域の活動や行事に参加することが少ない人に対して、

地域活動への参加に向けた積極的な呼びかけをします。また初めて参加する人

が不安に思わないよう受入れのあり方を工夫します。 

行政 ・人権や福祉に関する広報・啓発活動に努め、人権や福祉について考える機会や

学ぶ機会を充実します。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・広報誌やパンフレットによる人権啓発の実

施 

・人権や福祉に対する意識を高める市民活動

セミナー等の実施 

全期間 

 

秘書課（市民相

談室） 

学校教育課 

生涯学習課 

市民協働課 

社会福祉

協議会 

・世代間交流の支援を通じて、様々な市民の活動への参加を呼びかけます。 

・障がい等の理解を進めるため、地域単位での研修を進めます。 

・地域での福祉教育を総合的に推進するための事業を展開します。 

 

 

 

施策３．生涯学習講座の充実・参加の促進 

地域住民 ・行政や社会福祉協議会が実施する学習機会に積極的に参加して、人権や福祉に

関する正確な情報や正しい考え方を学びます。 

・お祭や防犯活動、環境美化活動等を行っている組織に加入し、活動に積極的に

参加します。 

行政 ・市民がレクリエーション・文化・スポーツ・ボランティア活動に気軽に参加で

きるよう学習の機会や場を充実します。 

・高齢者がこれまでの経験で身につけてきた豊富な知識や経験・技術を活かすこ

とのできる場を設け、高齢者自身の社会参加を促すとともに、若い世代との交

流を進めます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・レクレーション、文化、スポーツ活動の推

進 

全期間 

 

生涯学習課 

介護長寿課 

社会福祉

協議会 

・身近な暮らしの出前講座やボランティア市民活動を通じて、市民の持っている

技術を地域活動へ活かせる場所を提供し、活動への市民の参加を促進します。 
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施策４．福祉教育や福祉体験機会の充実 

地域住民 ・行政や社会福祉協議会が実施する学習機会に積極的に参加して、人権や福祉に

関する正確な情報や正しい考え方を学びます。 

行政 ・学校・地域・家庭における徳育や福祉に関する学習、体験学習活動を進めます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・学校、社会教育における徳育や福祉に関す

る学習体験活動の推進 

・各種講演会の実施 

全期間 

 

学校教育課 

生涯学習課 

社会福祉課 

介護長寿課 

社会福祉

協議会 

・障がい等の理解を進めるため、地域単位での研修を進めます。（再掲） 

・地域での福祉教育を総合的に推進するための事業を展開します。（再掲） 

・研修会や講演会を通じて、地域福祉について広く啓発します。 

 

 

 

施策５．地域人材の育成 

地域住民 ・勤労者層や若者層等、地域の活動や行事に参加することが少ない人に対して、

地域活動への参加に向けた積極的な呼びかけをします。また初めて参加する人

が不安に思わないよう受入れのあり方を工夫します。 

行政 ・経験の豊富な高齢者や地域福祉に関心を持つ地域の人材を見つけ、活躍できる

場を確保します。 

・地域での交流や気軽な助けあいを広げるために、地域の人材の活用や育成を進

めます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・地域における人材育成の促進 

・活躍の機会や場の確保と活動の要請 

全期間 生涯学習課 

社会福祉課 

市民協働課 

こども課 

介護長寿課 

社会福祉

協議会 

・まちづくり講座を開催し、地域単位で活動する人材の発掘育成をします。 

・ボランティア養成研修やボランティアリーダー研修を通じて、必要なニーズご

とに活動する人材を育成します。 
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第２節 心をつなぐ地域づくり 

（１）気軽に助けあい交流できる場づくり 

① 地域福祉の課題                             

○ 同じ悩みを持つ人どうしが支えあい、地域に暮らすさまざまな人が気軽に交

流できる機会づくり 

○困った時に気軽に助けあえる仕組みづくり 

② 目標                                  

○身近な地域で、気軽に交流や助けあいが行える環境を整えます。 

③ 行政の取り組み                                

１．取り組みの方針 

身近な地域での支えあいの組織・仕組みづくりとして、既存組織も含めて地域

の問題をみんなで考え話しあえる環境を整えます。 

２．取り組みの内容 

施策１．身近な地域での相談窓口の充実 

地域住民 ・地域のさまざまな人が気軽に集まれる場や機会についての情報発信を進めま

す。 

・ひとりで悩まないで交流の場等に足を運びます。 

・市の広報等を利用して自分の地域の担当民生委員・児童委員を知る等、福祉の

ことで困った時に必要な情報提供や助言が受けられるようにします。 

行政 ・困ったときに相談にのってくれる身近な相談相手となる民生委員・児童委員に

ついて、多様な機会を通じて紹介し、コミュニティソーシャルワーカー※（社

協）（詳細は P40）の配置について支援します。 

・市や地域包括支援センター、社会福祉協議会の各種の相談事業について情報提

供を充実するとともに、身近な地域で相談ができるような体制をつくります。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・広報誌やホームページによる民生委員・児

童委員の活動の周知 

・コミュニティソーシャルワーカー（社協）

の配置の支援 

・市や社会福祉協議会の相談事業の周知と窓

口の充実 

全期間 社会福祉課 

こども課 

介護長寿課 

社会福祉

協議会 

・あん・しん・ねっと事業を強化し、地域ごとの総合的窓口機能を強化します（コ

ミュニティソーシャルワーカー）。 

・障がい者相談支援事業やひよこ相談（障がい児生活相談）等を行うことで、身

近な範囲での相談できる環境を整えます。 
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施策２．同じ悩みを持つ人どうしが話しあいのできる場づくり 

地域住民 ・地域のさまざまな人が気軽に集まれる場や機会についての情報発信を進めま

す。 

・ひとりで悩まないで交流の場等に足を運びます。 

行政 ・当事者にしかわからない悩みや相談ごとを同じ立場の人どうしで話しあい、悩

みの軽減や解消ができる場をつくります。 

・地域におけるふれあいの場、高齢者やその家族を対象とするサロン、障がい者

や市民が活動をともにできる場、子育て中の世帯や親子のふれあいの場等さま

ざまな分野を超えた交流も進めます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・子育支援センター事業の実施 

・子育てサークルの支援 

・ふれあい・いきいきサロン活動の促進 

・つどいの広場事業の実施 

・地域におけるふれあいの場の創出 

全期間 こども課 

社会福祉課 

市民協働課 

介護長寿課 

社会福祉

協議会 

・セルフヘルプグループ活動支援を行うことで、同じ悩みを持つ人どうしが、助

け合える環境づくりを進めます。 

・おもちゃの図書館やニーズ把握のための会議研修等を通じて、同じ悩みを持つ

人どうしが出会う機会をつくります。 

 

 

施策３．気軽な助けあいの場づくり 

地域住民 ・ひとりで悩まないで交流の場等に足を運びます。 

・近隣の公園や集会施設をみんなが利用しやすいよう、適切な利用方法や維持管

理に協力します。 

行政 ・既存の福祉サービスや制度では対応しにくい、ちょっとした助けあいを市民が

気軽に行えるような機会や場づくりを進めます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・地区まちづくり委員会・自治会の活動支援 

・地域における助けあい運動の促進 

全期間 市民協働課 

社会福祉課 

社会福祉

協議会 

・あん・しん・ねっと事業を通じて、住民どうしの助け合いを進めます。 

・ファミリーサポートセンターの活動を通じて、相互援助活動を進めます。 

 



28 

 

（２）ボランティア活動や地域社会への参加の促進 

① 地域福祉の課題                             

○自ら、地域での活動に参加できるきっかけや場所づくり 

○地域福祉活動に取り組む個人、団体、関係機関のネットワークの強化 

② 目標                                  

○地域福祉の担い手として、さまざまな団体や多くの人々の活動がさらに活発

になり、子どもから高齢者までより多くの市民の参加のもと活動の輪が広が

る地域福祉のネットワークを確立します。 

③ 行政の取り組み                                

１．取り組みの方針 

ボランティアやさまざまな市民活動団体の活動が継続し活性化していけるよう

市民活動の支援や市内の施設を活用した活動拠点の整備及び有効活用を進めます。 

市民活動支援センター※を運営する社会福祉協議会等と連携しながら、ボラン

ティア活動に関する情報の周知･広報を進めるとともに、市民の活動参加のきっか

けづくりに取り組みます。 

 

２．取り組みの内容 

施策１．ボランティア、市民活動団体の設立と活動支援 

地域住民 ・地域で行われているさまざまなボランティア活動に関心を持ち、積極的に活動

に参加･協力します。 

・誰もが参加しやすいボランティア活動のあり方、気軽に参加できるボランティ

ア活動の仕組み等をみんなで考えます。 

行政 ・新しく活動を進めるうえで気をつける点や、基本的な技術･方法等に関する情

報提供を行います。 

・ボランティアグループや市民活動団体に対して、活動の場や資機材の提供、団

体間の交流促進等の支援を行います。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・市民活動団体への活動支援の充実 

・市民活動支援センターの活動支援 

・市民活動支援センターの機能充実 

全期間 市民協働課 

社会福祉課 

社会福祉

協議会 

・ボランティア養成研修やボランティアリーダー研修等を通じて、人材の養成を

行います。 

・市民活動支援センターにおいて、活動の場や資機材の提供、情報提供を行います。 

※那珂市市民活動支援センター 

市と市民との協働のまちづくりを推進するため、協働の重要なパートナーである市民活動団体の活動を総

合的に支援する施設として、平成 23年4月に開館しました。支援センターは次のような機能を備えています。 

① 市民活動団体及びボランティアの活動に必要な情報の収集及び提供（情報センター機能） 

② 市民活動団体及びボランティアへの指導及び相談（相談窓口機能） 

③ 活動に必要な設備（印刷機・複写機・貸ロッカー・ノートパソコン・ミーティングルーム等）の整備及

び維持管理（拠点施設機能） 
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施策２．活動拠点の整備と活用 

地域住民 ・地域で行われているさまざまなボランティア活動に関心を持ち、積極的に活動

に参加･協力します。 

・学校等が実施する福祉体験やボランティア活動に協力します。 

行政 ・市民活動支援センターやまちづくり委員会の活動拠点となっている施設等につ

いて、ボランティアや市民活動が活発に行えるよう整備し、有効活用を進めま

す。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・既存公共施設等の有効活用 

・市民活動支援センターの機能充実（再掲） 

・地区まちづくり委員会の拠点施設の維持管 

 理 

・自治会拠点施設整備の支援 

全期間 市民協働課 

 

社会福祉

協議会 

・市民活動支援センターが有効活用できるよう運営を行います。 

 

 

施策３．ボランティア活動に関する情報発信・啓発活動の推進 

地域住民 ・これまでボランティア活動に参加していない人が、気軽にボランティア活動へ

参加できるよう、身近な人からの声かけや誘い合いをします。 

・市や社会福祉協議会等が開催する講座等に積極的に参加し、ボランティア活動

の知識や実践方法を学びます。 

・誰もが参加しやすいボランティア活動のあり方、気軽に参加できるボランティ

ア活動の仕組み等をみんなで考えます。 

行政 ・広報誌やパンフレット、ホームページ等を通じて、ボランティア活動の意義や

市内での活動状況、相談窓口等の周知・啓発を行います。 

・ボランティアの技能向上のための各種講座の開催や、社会福祉協議会等による

各種講座の実施を支援します。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・市民活動情報の集約一元化 

・市民活動支援センターの機能充実（再掲） 

全期間 市民協働課 

社会福祉課 

社会福祉

協議会 

・広報やホームページ等を通じて情報を発信し、ボランティア市民活動を推進し

ます。 

・ボランティア養成研修やボランティアリーダー研修等を通じて、人材の養成を

行います。（再掲） 
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施策４．社会参加や交流の場の提供及び確保 

地域住民 ・市や社会福祉協議会等が開催する講座等に積極的に参加し、知識や実践方法を

学びます。 

行政 ・年齢、障がいの有無にかかわらず、すべての人が参加できる行事の開催を働き

かけます。 

・学校における子どもと地域住民のふれあいの機会や、総合的な学習や創造活動

等への高齢者等地域住民の参加を進め、多様な経験・技能の活用を進めます。 

・外出が困難な障がい者や高齢者に対して、外出するための支援を行い、社会参

加を促します。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・地域住民の社会参加の促進 

・各種団体・グループの交流活動の促進 

・高齢者クラブ活動の支援と高齢者の経験・

技能を活かした活動の促進 

・要援護者の外出支援事業の実施 

全期間 市民協働課 

介護長寿課 

生涯学習課 

社会福祉課 

社会福祉

協議会 

・防災・防犯マップづくり事業や世代間交流支援事業を通じて、全ての人が参加

できるよう働きかけます。 

・要援護者等の外出支援事業を、ボランティアや市民の参加によって行うことで、

要援護者等の社会参加を促進するとともに、交流を進めます。 

・地域での福祉教育を総合的に推進するための事業を展開します（再掲） 
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第３節 安心の暮らしづくり 

（１）生活課題や福祉ニーズの早期発見・早期対応 

① 地域福祉の課題                             

○誰でも簡単に情報が手に入り、いつでも相談できる仕組みづくり 

○直接相談窓口に行けない人、夜間や休日でないと相談に行けない人等のため

の多様な相談手段の確保 

② 目標                                  

○支援を必要とする人が、安心して生活できる相談・支援体制をつくります。 

③ 行政の取り組み                                

１．取り組みの方針 

日頃からの顔の見える関係づくりを通じて、地域に住む人々が地域の課題を共

有し、問題解決に取り組めるような対応を進めます。 

 

２．取り組みの内容 

施策１．見守りや声かけ運動等の活動の促進と関係者（機関）のネットワーク化  

地域住民 ・地域の一員として、地域にどんな課題があり、身近でどんな人が困っているの

か、日頃から注意を払います。 

・民生委員児童委員等の活動を知り、見守りや声かけ運動に協力します。 

行政 ・となり近所の協力体制づくりを進めます。 

・市民どうしによるひとり暮らし高齢者等要援護者の見守りや声かけ運動を進め

ます。 

・支援を必要としている人を福祉サービスの利用に結びつけるためさまざまな関

係者が連携する仕組みづくりを進めます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・地域における関係者（機関）のネットワー

ク化の促進 

・要援護者の把握や安否確認に対する理解の

促進 

全期間 

 

市民協働課 

環境安全課 

社会福祉課 

介護長寿課 

社会福祉

協議会 

・あん・しん・ねっと事業を通じて、市民どうしの見守り活動を進めるとともに、

関係機関・者のネットワークを進めます。 

・防災・防犯マップづくり事業を通じて、地域内の要援護者支援の必要性の理解

を進めます。 
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施策２．地域における生活課題や福祉ニーズの把握  

地域住民 ・住民座談会等に積極的に参加し、意見交換をしながら、地域の課題解決や望ま

しい地域のあり方について考え、市や社会福祉協議会等の取り組みに協力しま

す。 

・民生委員児童委員等の活動を知り、見守りや声かけ運動に協力します。 

・地域で解決できない課題については、関係機関や行政に連絡し、課題の解決を

図ります。 

行政 ・住民座談会等を支援し地域の課題を把握します。 

・民生委員児童委員等を通じて福祉ニーズを把握します。 

・地域のニーズを把握し、地域の要望に応えられる福祉施設への改善を図るため

話し合いの場を設けます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・要援護者の状況把握 

・市民アンケート調査の実施 

・地域座談会の支援 

・福祉施設と地域の話し合いの設置 

全期間 

前期 

市民協働課 

行財政改革推進室 

社会福祉課 

こども課 

介護長寿課 

環境安全課 

社会福祉

協議会 

・日常の業務や地域座談会等において、地域における生活課題や福祉ニーズを把

握します。 

 

 

施策３． 福祉サービスに関する情報の提供 

地域住民 ・地域で解決できない課題については、関係機関や行政に連絡し、課題の解決を

図ります。 

行政 ・市や社会福祉協議会の行う広報や研修等を通して、福祉サービスの利用につい

て市民自らが積極的に学び、利用しやすい情報を提供します。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・広報誌やパンフレット、ホームページによ

る福祉サービスに関する情報発信 

全期間 社会福祉課 

こども課 

介護長寿課 

社会福祉

協議会 

・広報・ホームページや研修会等を通じて、必要な情報の提供を進めます。 
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（２）福祉サービスの充実と利用しやすい環境づくり 

① 地域福祉の課題                             

○利用者の不安や相談に的確に対応できる体制づくり 

○福祉サービスの利用方法や制度、福祉サービスを提供する事業者等の情報が

的確に伝わる仕組みづくり 

○質・量ともに十分なサービスが提供される体制づくり 

② 目標                                  

○すべての人が、自ら選択し、安心して利用することができる福祉サービスと

してその内容を充実していきます。 

③ 行政の取り組み                                

１．取り組みの方針 

福祉サービスを利用する市民一人ひとりに必要な情報が適切に届けられるよう

に、対象者に応じた情報提供の方法を工夫します。 

利用者のニーズに応えられるよう、福祉サービスの質の維持・向上を進めると

ともに、一人ひとりにあった福祉サービスの提供を進めます。 

 

２．取り組みの内容 

施策１．情報提供のバリアフリー化 

地域住民 ・日頃から、福祉に関する制度や福祉サービスについての理解を深めます。 

行政 ・利用者に応じた情報整理と提供方法を工夫します。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・広報誌やホームページ、パンフレットそれ

ぞれの利用者に応じた情報整理と情報提

供の工夫（文字の大きさ、文章表現、レイ

アウト） 

・点字資料や手話通訳者の派遣、外国語によ

る情報提供 

・電話やインターネットによる相談体制の充

実 

・地域包括支援センターの機能向上 

全期間 企画課 

秘書課（市民相

談室） 

社会福祉課 

市民協働課 

介護長寿課 

 

社会福祉

協議会 

・広報やホームページ等の充実を図るとともに、広報に関する研修会を開催し、

情報発信の方法を考える機会をつくります。 

・地域ごとの総合窓口において、積極的な情報提供を行えるよう機能の強化を行

います。 
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施策２．総合的・専門的な相談支援体制の整備 

地域住民 ・必要な福祉サービスを主体的に選択できるよう日頃から広報誌やパンフレット

を収集、活用し、必要に応じて積極的に相談窓口を利用します。 

行政 

 

 

・総合相談窓口を設置するとともに、関係各課や社会福祉協議会等と連携し、相

談事業を行います。 

・相談者の問題解決まで支援する相談・支援体制を確立します。 

・多様な対応ができる専門相談員を確保・育成します。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・総合相談窓口の設置 

・関係各課や社会福祉協議会の相談事業の連

携 

・問題解決まで見届ける相談・支援体制の確

立 

・専門相談員の確保・育成 

・地域包括支援センターの機能向上(再掲) 

全期間 

 

秘書課（市民相

談室） 

社会福祉課 

こども課 

介護長寿課 

社会福祉

協議会 

・あん・しん・ねっと事業の窓口機能を強化し、地域ごとの総合的窓口機能を強

化します（コミュニティソーシャルワーカー）。(再掲) 

・障がい者相談支援事業やひよこ相談（障がい児生活相談）等を行うことで、身

近な範囲での相談機能を充実します。(再掲) 

 

 

施策３．福祉に関する総合的な情報体制づくり  

地域住民 ・日頃から、福祉に関する制度や福祉サービスについての理解を深めます。 

・必要な福祉サービスを主体的に選択できるよう日頃から広報誌やパンフレット

を収集、活用し、必要に応じて積極的に相談窓口を利用します。 

行政 ・行政各部署間の連携を強化するとともに、社会福祉協議会等関係機関や福祉サ

ービス事業者等に関する情報を集約し、一元的に提供できる体制づくりを進め

ます。 

・コミュニティセンターや公民館、地域包括支援センター等へ資料コーナーを設

置する等、情報提供を行います。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・福祉情報の集約、一元化 

・コミュニティセンターや公民館、地域包括

支援センターへの資料コーナーの設置 

全期間 社会福祉課 

介護長寿課 

 

社会福祉

協議会 

・地域ごとの総合窓口において、積極的な情報提供を行えるよう機能の強化を行

います。（再掲） 
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施策４．総合的・計画的な福祉施策の推進 

地域住民 ・市民一人ひとりが、地域福祉の担い手であることを自覚し、地域福祉活動に積

極的に参加します。 

行政 ・本計画をはじめとした各種福祉関連計画に基づき、総合的・計画的に福祉施策

を推進します。 

・福祉関連計画、地域福祉活動計画等に基づく福祉サービスの提供体制を充実し

ます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・那珂市地域福祉計画の推進 

・那珂市高齢者保健福祉計画の推進 

・健康なか２１・すこやか親子２１の推進 

・那珂市次世代育成支援行動計画の推進 

・那珂市障害がい者プランの推進 

全期間 社会福祉課 

介護長寿課 

こども課 

保険課（保健セ

ンター） 

社会福祉

協議会 

・第 2次地域福祉活動計画の進行管理及び第 2次社協発展・強化計画の進行管理

を行うことで、適正に計画を進めます。 
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（３）人にやさしい福祉のまちづくりの推進 

① 地域福祉の課題                             

○人にやさしい福祉のまちづくり（道路、交通機関、住環境などの改善） 

○犯罪のないまち、防犯体制の確立 

○災害時等緊急事態の際の要援護者への迅速かつ的確な支援体制づくり 

○要援護者の情報の的確な把握と関係機関等との情報の共有 

② 目標                                  

○住み慣れた地域で、誰もが安全に安心して生活できる福祉のまちづくりを進

めます。 

③ 行政の取り組み                                

１．取り組みの方針 

障害の有無、年齢、性別、社会的環境、国籍、家族環境、ライフスタイル等に

よって差別されることなく、誰もが安全で安心して暮らせる、福祉の視点からの

まちづくりを進めます。 

 災害時における要援護者の支援体制づくりが急務であることから、要援護者の

情報の把握、共有及び安否確認体制づくりを進めます。 

 

２．取り組みの内容 

施策１．ユニバーサルデザインに配慮した環境整備 

地域住民 ・地域における危険なところや不便な点、介助や手助けが必要な場所を把握し地

域でできる補修や改善を進めます。必要な場合は行政等に連絡します。 

・災害時等に備え、身を守るために必要な知識を学びます。 

行政 ・高齢者や障がい者等が地域の中で生活するには、さまざまなところに出向く機

会があります。公共施設や道路等、多くの人々が利用しやすいよう、ユニバー

サルデザインによる生活環境づくりを推進します。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・市内の道路や交通機関、建物等のバリアフ

リー状況調査の実施 

・福祉ガイドマップの作成 

・ユニバーサルデザインに関する啓発活動の

実施 

全期間 建設課 

都市計画課 

社会福祉課 

生涯学習課 

学校教育課 

社会福祉

協議会 

・防災・防犯マップづくり事業を通じて、地域内の実情を把握できるようにしま

す。 

※ユニバーサルデザイン：年齢や障がいの有無などにかかわらず、多くの人が利用しやすいデザイ
ンのこと 
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施策２．要援護者に関する情報の把握と共有 

地域住民 ・地域の支援者は、要援護者の個人情報には十分注意したうえで、災害時の活

動に必要な情報を共有し、非常時に備えます。 

・援護が必要だと思われる場合は、災害時要援護者の登録を行います。 

行政 ・要援護者登録台帳を整備し、定期的に更新を行います。 

・速やかに要援護者の状況を確認できるようルールを定め、関係機関と情報を

共有することで非常時に備えます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・災害時要援護者支援制度の実施 

 

全期間 環境安全課 

社会福祉課 

介護長寿課 

消防本部 

社会福祉

協議会 

・あん・しん・ねっと事業と災害時要援護者支援制度のさらなる連携を進めま

す。 
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施策３．災害や犯罪に強いまちづくりの推進 

地域住民 ・支援者として活動するため、定期的に要援護者を訪問し声かけを行い、平常

時から交流を深めます。 

・災害時に出火防止や初期消火、救出援護、避難誘導等が確実にできるよう、

地域や行政による訓練等に積極的に参加します。 

・日頃から防犯意識を高め、子どもへの声かけ、安全パトロール等への協力や

門灯の点灯等地域の防犯対策に協力します。 

行政 ・要援護者一人ひとりに地域支援者を確保するための方策を決定し、災害時の

支援体制を確立します。 

・災害時の福祉避難所として、民間福祉施設等を確保します。 

・災害時には速やかな情報提供や避難所の広報を行います。 

・防災訓練では、多くの広報手段を活用し要援護者に参加を呼びかけます。 

・災害時の要援護者情報を集約する連絡担当者を定めるとともに、安否確認情

報が関係部局に円滑に報告されるよう庁内の役割分担・連絡体制を明確にし

ます。また不測の事態に備え、代替者が安否確認を行う等バックアップでき

る体制を整えます。 

・地域住民がお互いに災害や犯罪から身を守るための自主防犯組織や自主防災

組織の設立や活動を支援します。 

・事故や犯罪が起きないよう地域内を点検し、危険を解消する取り組みを行い

ます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・災害時要援護者支援対策事業の実施(再掲) 

・地区で取り組む組織づくりや活動の支援 

・危険箇所の点検、危険解消の取り組み実施 

・子どもの安全な遊び場の確保 

全期間 環境安全課 

市民協働課 

社会福祉課 

こども課 

介護長寿課 

消防本部 

社会福祉

協議会 

・あん・しん・ねっと事業と災害時要援護者支援制度のさらなる連携を進めま

す。(再掲) 

・ボランティア講座等を通じて、防災ボランティアの養成を進めます。 

・防災・防犯マップづくり事業において、防災・防犯両面で利用可能なマップ

づくりを進めます。 
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第４節 支え愛の仕組み（体制）づくり 

① 地域福祉の課題                             

○市民、行政、関係団体が対等の立場で、協力して役割を分担しあえる関係づ

くり 

○市民、行政、関係団体の信頼関係を構築し、相互に連携・協力しやすい環境

づくり 

○市民の自発性を尊重し、多様な活動を支援する受け皿づくり 

② 目標                                  

○市民と行政の「協働」の仕組みを整え、市民と行政、関係団体、福祉関連事

業者等、地域福祉に関連する多種多様な個人・組織がそれぞれの役割を果た

しつつ、連携した実効力のある取り組みを進め、地域の特性にあわせた住民

自治活動を展開します。 

③ 行政の取り組み                                

１．取り組みの方針 

福祉のさまざまな関係機関や市民が連携し、ともに質の高い福祉サービスを提

供できるようなネットワークづくりや利用者の視点に立った福祉サービスの提供

を進めます。 

 

２．取り組みの内容 

施策１．関係機関のネットワークづくり 

地域住民 ・地域のことに関心を持ち、ネットワーク等には進んで参加します。 

行政 ・行政や民間、ＮＰＯやボランティア等福祉に関わるさまざまな機関が互いの取

り組みを知り必要な連携体制が築けるよう、相互の理解、交流を進めます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・行政や民間、地区まちづくり委員会、自治

会、ＮＰＯやボランティア等さまざまな機

関の連携体制構築のための相互理解、交流

の実施 

・地域における関係者（機関）のネットワー

ク化の促進（再掲） 

全期間 

 

環境安全課 

社会福祉課 

市民協働課 

生涯学習課 

社会福祉

協議会 

・社会福祉協議会の基本的役割として、関係機関のネットワークづくりを強化し

ます。 

・地域福祉推進研修会を通じて、お互いの取り組みを理解する機会を設けます。 
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施策２． （仮称）コミュニティソーシャルワーカーの配置の支援 

行政 ・地域の福祉に関するさまざまな課題（福祉ニーズ）を発掘し、その課題解決に

向けて、地域住民の理解と協力（賛同）を得ながら、活動を行うコミュニティ

ソーシャルワーカーの配置（社協）を支援します。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・地域福祉の課題（福祉ニーズ）の把握と解

決を図るコミュニティソーシャルワーカ

ーの配置（社協）を支援 

後期 社会福祉課 

社会福祉

協議会 

・地域の総合窓口担当として、エリアごとの地域活動・ボランティア活動・福祉

教育活動・個別支援活動を総合的に行うコミュニティソーシャルワーカーを配

置します。 

 

 

施策３．定期的な地域福祉活動の検証の場の設置 

地域住民 ・地域における福祉活動の取り組み状況や達成状況を確認し、さらに住みやすい

地域づくりを目指します。 

行政 ・地域ごとに地域福祉活動の取り組み状況を発表しあう等、計画の進捗状況を把

握するとともに、計画の見直しを行う場を設けます。 

主な事業 実施時期 担当部署 

・地区ごとに地域福祉活動の取り組み状況等

を発表しあう機会の支援 

後期 社会福祉課 

社会福祉

協議会 

・地域福祉推進研修会や地域座談会等を通じて、地域福祉活動の定期的検証を行

います。 
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第５章 計画の推進のために 

 

（１）地域の福祉力の強化 

 “思いやりにあふれ、お互いを支えあうなかのよい市民のまち”の実現 

                        
地域の課題を地域で解決するための取り組みの一層の充実･強化 

                        
小福祉圏域または基幹福祉圏域での地域福祉活動や人材、施設等の地域資源のネ

ットワーク化を構築することにより、「出会いの場」「話しあいの場」「協働の場」

を確保 

 

（２）計画の推進体制づくり 

市民、関係団体、行政がそれぞれの役割を果たしながら連携・協働し、総合的・長

期的に活動を継続することが重要 

 

① 各主体の役割 

１．市民の役割 

・市民一人ひとりが、福祉や人権に対する意識や認識を深め、地域の問題や生

活課題について、気づき、その解決に向けて積極的に行動すること 

・ボランティア等の社会活動に自主的に参加し、となり近所の人々とお互いに

助けあい、事業者からの情報、福祉サービスの提供を受けながら、地域福祉

の担い手として主体的に行動すること 

 

２．福祉サービス提供事業所等関係団体の役割 

・福祉サービス利用者のニーズを把握し、サービスの充実や新たなサービスの

提供を図っていくとともに、事業内容やサービス内容の情報提供及び周知、

福祉サービス以外のサービスとの連携に取り組むこと 

・市民の地域福祉活動への参加の支援や福祉のまちづくりへの参画に努めるこ 

 と 

３．社会福祉協議会（地域福祉を推進することを目的とする団体）の役割 

・地域の実情を把握し、市民とともに地域課題に取り組むこと 

・「那珂市地域福祉活動計画」の推進を図り、地域密着の立場で、総合的な相談

事業、ボランティア活動の推進、福祉意識の啓発、人材育成、地域のネットワ

ーク強化、地域の実情に応じた福祉サービスや支援を行い、「自助」「共助」の

ための福祉組織づくりを推進し、地域の福祉力の向上を支援すること 
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４．市の役割 

市の責務＝地域福祉の推進にあたって、市民の福祉の向上を目指して福祉施策

を総合的に推進する「公助」          

・地域福祉を推進する社会福祉協議会やボランティア団体等と相互に連携、協

力を図るとともに、市民ニーズの把握と地域の特性に配慮した施策を推進す

ること 

・地域福祉への住民参加の促進と、ボランティア団体等が主体的に活動できる

条件や地域福祉活動拠点の整備を行うこと 

 

② 地域における推進体制づくり 

・地域福祉の担い手である市民の主体性を最大限に尊重しつつ、基幹福祉圏域で

ある地区ごとに地域福祉の取り組みを進めます。 

・地区のまちづくりや地域の福祉力の向上を進めるうえで、中心的な役割が期待

される人々に対して、本計画や社会福祉協議会の地域福祉活動計画の普及・広

報に努め、地区の実情に応じた地域福祉の推進体制づくりを促進･支援します。 

・地区まちづくりに関するさまざまな支援制度を活用しつつ、市民による自主的

な取り組みを支援するとともに、地区の取り組みを全市的に紹介する等、地域

福祉活動の展開を広げていきます。 

 

③ 全市における推進体制 

主体となる個人・組織の協働のもとで全市的な推進体制を整備し、本計画に基

づく事業の実施状況を把握し、評価しながら改善・見直しを行います。 

 

１．地域福祉計画推進委員会 

本計画の着実な推進を図るために、市民参加のもと福祉関係団体などで構成

する地域福祉計画推進委員会を設置します。 

委員会では、計画の推進に関して必要な事項を調査・審議するとともに、社

会福祉協議会や地域とも連携を図りながら、計画の進捗状況の確認・評価を行

います。 

 

２．地域福祉計画ワーキング委員会 

本計画は、福祉だけでなく、健康・医療・教育･交通･住宅・環境などさまざ

まな分野に関わっています。このため、福祉担当部局が中心となって、関係部

局との連携に努めながら、総合的で効果的な計画の推進を図ります。地域福祉

計画ワーキング委員会では、地域福祉計画にある各部・各課・社会福祉協議会

の連携した取り組みを推進していくために必要な情報交換や課題の解決に向け

た検討を行い、必要に応じて地域福祉計画推進委員会に報告します。 

 


